
事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 27,686 15,952 16,174

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

14,638

事業コストに関する特記事項

　平成27年度の職員ＯＢの雇用形態が派遣
から直接雇用に変更となったため、人件費
負担が増額となっている。（直接雇用分を
補助しているため）

H27予算

21,456

事
業
コ
ス
ト

15,952

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

14,63816,307 21,456

廃止・休止

　地域支え合い活動の重要性が高まる中、社会福
祉協議会や地区社会福祉協議会と連携した福祉活
動の促進は、ますます重要となる。市内全域を網
羅した、きめ細やかな支援体制を推進する上で、
人的な支援、補助は必要と考える。
 今後、本所、支所機能の統合による施設の利活
用や事業の見直し、それに伴った人員の適正配置
を協議、検討していく必要がある。

やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 市と社会福祉協議会との連携した福祉活動の促進を図るため、市職員の派遣は必要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 社会福祉協議会の人件費に係る補助は、当該団体の健全な財政状況を保ち自立支援を行っている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を4回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

○

指　標　名

派遣職員数

ＯＢ派遣数(H24～H26）、ＯＢ雇用数（H27)

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

16,307

H25決算

15,952
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

2

4

2

4

2

4

人 2

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

社会福祉事業が円滑に行えるよう補助を行い、地域福祉の向上を図る。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

○

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１143 予算事業名 ( 社会福祉団体対策事務費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

社会福祉協議会の事業運営が円滑に進むように、職員を派遣しその人件費を補助する。
また、事務局運営費の一部及び人件費の一部について補助する。

4

事業№ 事務事業名 社会福祉協議会法人運営事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

14,638

14,638

0

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

36,997 39,832 34,615

44.1 40.0 42.3

36,997 39,832 34,615

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

21,456

21,456

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

16,307 15,952

16,307 15,952

0

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

社会福祉事業が円滑に行えるよう補助を行い、地域福祉の向上を図る。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

社会福祉協議会の事業運営が円滑に進むように、職員を派遣しその人件費を補助する。
また、事務局運営費の一部及び人件費の一部について補助する。

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

143

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会法人運営事業補助金

年度分 ）

( 社会福祉団体対策事務費 )

3 款 民生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 11,389 9,582 5,824

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

2,665

事業コストに関する特記事項

平成２６年度は、担当者が産休のため、実
支払額が減少している。

H27予算

7,348

事
業
コ
ス
ト

8,369

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

2,66511,389 7,348

廃止・休止

　市と社会福祉協議会が、相互に連携補完し合い
ながら地域福祉の向上を図る上で、引き続き支援
が必要である。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 市と社会福祉協議会の連携した福祉活動の促進を図ることができる。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 社会福祉協議会の人件費に係る補助は、当該団体の健全な財政状況を保ち、自立支援を行っている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を４回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

職員数(嘱託職員含む）

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

11,389

H25決算

8,369
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

2 2 2人 1

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

地域福祉活動の指導・育成を行い、地域福祉の向上を図る。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１144 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

職員給与の補助を行う。

事業№ 事務事業名 社会福祉協議会福祉活動専門員設置事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

2,665

2,665

0

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

11,398 8,369 2,665

99.9 100.0 100.0

11,398 8,369 2,665

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

7,348

7,348

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

11,389 8,369

11,389 8,369

0

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

地域福祉活動の指導・育成を行い、地域福祉の向上を図る。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

職員給与の補助を行う。

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

144

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会福祉活動専門員設置事業補助金

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 9,925 11,208 11,208

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

11,208

事業コストに関する特記事項

●地区社協への助成
・ケアネット型（県社協1/3、市1/3補助）
・ふれあい型（県社協6/25、市14/25）
●人件費補助
　県社協1/2、市1/2
●地区社協への補助金
　市1/2

H27予算

11,075

事
業
コ
ス
ト

11,208

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

11,2089,925 11,075

廃止・休止
　地域や家族間において人間関係の希薄化が進む
中、地域ぐるみで支え合う福祉コミュニティは必
要である。
　今後、ますます地域のマンパワーを活用しなが
ら福祉体制づくりを推進する必要があり、引き続
き支援が必要である。
  また、平成２９年度から実施される介護保険制
度の見直しによる新たな地域支援事業との関連に
ついて検討していく必要がある。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

市内を２７地区に分けた地区社協での活動は、市内を網羅しており、地域に密着した活動が可能であ
る。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 市民が主体となって互いに助け合い支え合うことで地域の一体感が育まれる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を４回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

地区社会福祉協議会ケアネット２１実施地
区数

指　標　名

補助金交付件数

ケアネットセンター職員配置人数

項目(単位:千円) H24決算

9,925

H25決算

11,208
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

27 27 27地区 27

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

1 1

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

1

1

1

1

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

乳幼児からお年寄りまでの要支援者を対象に、誰もが地域で孤立することなく安心して生活できるまち
づくりを推進する。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１145 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

27地区社会福祉協議会が中心となり要支援者の個別支援と地域におけるケアシステム体制の整備（ケア
ネット２１）への助成とケアネットセンターへの職員の配置

事業№ 事務事業名 社会福祉協議会地域総合福祉活動事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

11,208

11,208

0

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

16,955 19,701 20,249

58.5 56.9 55.4

16,955 19,701 20,249

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

11,075

11,075

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

9,925 11,208

9,925 11,208

0

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

乳幼児からお年寄りまでの要支援者を対象に、誰もが地域で孤立することなく安心して生活できるまち
づくりを推進する。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

27地区社会福祉協議会が中心となり要支援者の個別支援と地域におけるケアシステム体制の整備（ケア
ネット２１）への助成とケアネットセンターへの職員の配置

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

145

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会地域総合福祉活動事業補助金

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

新湊、小杉、大門、大島、下の5カ所で、相談事業を行う。
平成26年度から、開催回数を縮減した。

事業№ 事務事業名 社会福祉協議会総合相談事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１146 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

住民の心配事の相談に応じ、適切な助言やアドバイスを通じて、福祉の向上に努める。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

1,188 1,169

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位

回

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

786

1

780

1

指　標　名

相談件数

指　標　名

補助金交付件数

相談回数

項目(単位:千円) H24決算

1,472

H25決算

1,052
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

1,231 1,117 750件 750

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、最寄りで気軽に利用できる相談事業は必要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 専門員による無料相談を定期的に実施できるのは、社会福祉協議会の相談事業だけである。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を４回払いとし、清算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

400

廃止・休止

　地域や家族間において、人間関係の希薄化が進
む中、気軽に利用できる地域の相談事業は引き続
き行っていく。
　地域福祉活動推進を目的とした施設の利活用に
より、本所、支所機能の統合が見込まれることか
ら、相談事業の開催場所を含め、実施方法を検討
する必要がある。

○ やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

1,052

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

4211,472

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 1,472 1,052 421

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

421

事業コストに関する特記事項

平成26年度以降、法律相談の廃止による弁
護士報酬の削減

H27予算

400



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

146

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会総合相談事業補助金

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

住民の心配事の相談に応じ、適切な助言やアドバイスを通じて、福祉の向上に努める。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

新湊、小杉、大門、大島、下の5カ所で、相談事業を行う。
平成26年度から、開催回数を縮減した。

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

1,472 1,052

1,472 1,052

0

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

1,472 1,052 421

100.0 100.0 100.0

1,472 1,052 421

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

400

400

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

421

421

0

件

千円

千円

千円

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 2,433 2,439 2,375

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

2,339

事業コストに関する特記事項

ボランティアグループ活動助成のため、社
会福祉協議会からボランティア連絡協議会
へ補助を行う。

H27予算

2,374

事
業
コ
ス
ト

2,292

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

2,3392,397 2,374

廃止・休止

　地域や家族間において人間関係の希薄化が進む
中、地域ぐるみで支え合う福祉コミュニティは必
要である。ボランティア活動を推進することで、
助け合い、支え合うという意識の向上につなが
り、福祉に対する意識づくりが図られる。やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ ボランティア活動推進体制の整備を図る上で、支援は必要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ あらゆる市民が自主的かつ積極的に福祉活動に参加できる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を4回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

ボランティア登録者数

ボランティア団体数

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

2,397

H25決算

2,292
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

1,566

87

1,789

93

2,100

100

人 2,038

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

ボランティアグループの育成及び支援を行い、ボランティア活動の浸透と定着を図る。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

団体

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１147 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

・市内ボランティア推進校育成支援事業
・ボランティアグループ活動助成、育成支援事業
・養成研修事業
・調査研究事業
・災害救援ボランティア活動支援
・広報啓発

99

事業№ 事務事業名
社会福祉協議会ボランティア活動推進事業（Ｈ２７～）
（旧　ボランティアセンター運営事業補助金）

担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

2,339

2,339

0

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

3,597 3,502 3,361

66.6 65.4 69.6

3,597 3,502 3,361

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

2,374

2,374

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

2,397 2,292

2,397 2,292

0

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

ボランティアグループの育成及び支援を行い、ボランティア活動の浸透と定着を図る。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

・市内ボランティア推進校育成支援事業
・ボランティアグループ活動助成、育成支援事業
・養成研修事業
・調査研究事業
・災害救援ボランティア活動支援
・広報啓発

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

147

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会ボランティア活動推進事業（Ｈ２７～）
（旧　ボランティアセンター運営事業補助金）

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

ボランティア活動に関して、相談・助言並びに情報提供、関係者との連絡調整等を行う。
コーディネーター(３名分：本所１名、小杉支所１名、新湊支所１名）の人件費補助

事業№ 事務事業名
社会福祉協議会ボランティアコーディネーター設置事業補助
金

担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１148 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

ボランティア活動を推進する。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

県社協がコーディネーター(３名）を任命する。

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

指　標　名

ボランティアコーディネーター数

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

9,817

H25決算

10,918
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

3 3 3人 3

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地域に応じたボランティア活動を推進する上で、各支所でのボランティアコーディネーターの設置は必
要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

ボランティアのニーズの把握や、関係機関との連絡調整にボランティアコーディネーターの設置は必要
である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を4回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

○

9,097

廃止・休止

　地域や家族間において、人間関係の希薄化が進
む中、共助の精神に基づく福祉コミュニティは今
後ますます重要となってくる。
　地域福祉に関わる活動を効果的に支援するため
には、施設の有効活用が求められることから、本
所、支所機能の統合を含め、ボランティア活動の
推進体制を検討する必要がある。

やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

10,918

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

11,5509,817

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 9,817 11,088 11,550

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

11,550

事業コストに関する特記事項H27予算

9,097



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

148

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会ボランティアコーディネーター設置事業補助
金

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

ボランティア活動を推進する。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

ボランティア活動に関して、相談・助言並びに情報提供、関係者との連絡調整等を行う。
コーディネーター(３名分：本所１名、小杉支所１名、新湊支所１名）の人件費補助

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

9,817 10,918

9,817 10,918

0

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

12,593 13,801 15,026

78.0 79.1 76.9

12,593 13,801 15,026

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

9,097

9,097

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

11,550

11,550

0

件

千円

千円

千円

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

福祉サービス利用援助事業及び日常的金銭管理サービス事業の実施、職員の給与補助
日常生活の自立のため、必要に応じてケア会議を開催する。

1,822

事業№ 事務事業名 社会福祉協議会日常生活自立支援事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１149 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

回

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

判断能力のある認知症高齢者や知的・精神障害者の自立支援を促す。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

県社協が専門員（１名）を任命する。

1 1

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

1

1

1

1

指　標　名

利用者数

支援数

指　標　名

補助金交付件数

職員（専門員）配置数

項目(単位:千円) H24決算

5,190

H25決算

3,628
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

23

729

28

997

28

2,000

人 26

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 住み慣れた地域で自立し安心して暮らし続けるためには、必要な事業である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 専門員による相談支援を行うことで、適切な支援を継続して実施することができる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を4回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

3,019

廃止・休止

  住み慣れた地域で誰もが安心して自分らしく生
活を送るためには、自立を促すための相談支援体
制が重要である。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

3,628

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

2,9875,190

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 5,190 3,736 3,430

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

2,987

事業コストに関する特記事項H27予算

3,019



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

149

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会日常生活自立支援事業補助金

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

判断能力のある認知症高齢者や知的・精神障害者の自立支援を促す。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

福祉サービス利用援助事業及び日常的金銭管理サービス事業の実施、職員の給与補助
日常生活の自立のため、必要に応じてケア会議を開催する。

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

5,190 3,628

5,190 3,628

0

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

5,784 5,989 5,573

89.7 60.6 53.6

5,784 5,989 5,573

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

3,019

3,019

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

2,987

2,987

0

件

千円

千円

千円

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 3,948 3,931 3,760

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

3,504

事業コストに関する特記事項H27予算

3,734

事
業
コ
ス
ト

3,543

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

3,5043,948 3,734

廃止・休止

　高齢化社会が進行する中、福祉バスの運行は、
健康、生きがいづくり、ボランティア活動の活発
化などに寄与することが大きいことから、引き続
き支援を行う。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

燃料、有料道路通行料、駐車場料金等については利用団体負担としていることから、公平性が保たれて
いる。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 運転手に臨時職員が雇用され、稼働率も高いことから費用対効果は高い。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を4回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

運行回数

実利用団体数

指　標　名

補助金交付件数

バス運行日数

項目(単位:千円) H24決算

3,948

H25決算

3,543
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

259

135

245

140

260

140

回 248

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

247 231

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位

日

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

229

1

250

1

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

各種社会福祉大会への参加と促進

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

団体

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１150 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

射水市社会福祉協議会が主催、若しくは共催する事業、射水市社会福祉団体の市連合会が主催、若しく
は共催する事業へのバスの運行

138

事業№ 事務事業名 社会福祉協議会福祉バス運行事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

3,504

3,504

0

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

3,948 3,543 3,504

100.0 100.0 100.0

3,948 3,543 3,504

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

3,734

3,734

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

3,948 3,543

3,948 3,543

0

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

各種社会福祉大会への参加と促進

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

射水市社会福祉協議会が主催、若しくは共催する事業、射水市社会福祉団体の市連合会が主催、若しく
は共催する事業へのバスの運行

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

150

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会福祉バス運行事業補助金

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 9,344 10,608 10,572

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

10,247

事業コストに関する特記事項

平成27年度は、耐震調査を実施する。

H27予算

13,657

事
業
コ
ス
ト

9,381

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

10,2479,344 13,657

廃止・休止

 小杉社会福祉会館の大規模改修に当たり、社会
福祉協議会本所等の移転を行う。大島社会福祉セ
ンターの存続については、耐震診断結果を見なが
ら今後検討する。

やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 社会福祉協議会の本所機能を置くなど、地域の福祉の拠点として必要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 地域の特性を生かした地域福祉の継続的な取組の活発化に貢献している。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年額を4回払いとし、精算確定を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

○

指　標　名

利用者数

指　標　名

補助金交付件数

開館日

項目(単位:千円) H24決算

9,344

H25決算

9,381
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

24,995 25,724 23,000人 22,033

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

306 308

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位

日

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

306

1

306

1

市直営

根 拠 法 令 等 射水市補助金交付規則

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

大島社会福祉センターの維持管理費

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１151 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

大島社会福祉センター会館管理委託及び経常経費

事業№ 事務事業名 社会福祉協議会大島社会福祉センター管理運営事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

10,247

10,247

0

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

13,353 10,822 11,567

70.0 86.7 88.6

13,353 10,822 11,567

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

13,657

13,657

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

9,344 9,381

9,344 9,381

0

社会福祉法人　射水市社会福祉協議会事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

大島社会福祉センターの維持管理費

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

大島社会福祉センター会館管理委託及び経常経費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で交付

事業№

151

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

社会福祉協議会大島社会福祉センター管理運営事業補助金

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

社会福祉総務費

（ 当初予算額  ） 2,181 2,281 2,356

3 款 民生費 1 項 1 目社会福祉費

H26決算

2,253

事業コストに関する特記事項

平成27年度から新たに地区社協への配分金
を支給する。（15,000円/地区：2事業分）

H27予算

3,056

事
業
コ
ス
ト

2,280

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

2,2532,180 3,056

廃止・休止

　地域や家族間において、人間関係の希薄化が進
む中、地域での支え合い活動の重要性は高い。今
後は、電子システム(ＩＣＴ事業）の導入につい
て、県立大学と連携を密にし、その可能性及び有
効性等を研究していく。やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

市内を27地区に分けた地区社協での活動は、市内を網羅していること、地域に密着した活動が可能であ
る。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 市民が主体となって互いに助け合い支え合う地域の一体感が育まれる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 精算を行い、適切な執行を行っている。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

○ 拡充

規模縮小

指　標　名

いのちのバトン設置数

避難行動要支援者登録者数

指　標　名

委託料支払い

配分金支給数

項目(単位:千円) H24決算

2,180

H25決算

2,280直 接 事 業 費

H27見込

1,661

805

1,956

1,307

2,400

1,200

世帯 2,391

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

- -

回 1
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位

地区

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

-

1

27

1

市直営

根 拠 法 令 等 射水市地域支え合い事業実施要領

意
図
どのような
状 態 に

地域住民が主体的に「いのちのバトン」や「避難行動要支援者支援台帳」を管理し、緊急時、災害時及
び日頃の見守りに活用するもの。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 社会福祉法人　射水市社会福祉協議会

○

地域福祉の推進

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１152 予算事業名 ( 社会福祉団体等対策事務費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

社会福祉協議会臨時職員１名分の給与の補助、地区社協への配分金の支給（Ｈ27年度から）
災害時要支援者情報提供システム保守管理

1,198

事業№ 事務事業名 地域支え合い事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 1 目 社会福祉総務費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

○

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

0

0.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円 0

件

千円

千円

千円

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

1,632 1,732 1,689

1,632 1,732 1,689

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

○ その他

事
務
局
体
制

0.0 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

0

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法 予算の範囲内で補助

事業№

152

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

地域支え合い事業

年度分 ）

( 社会福祉団体等対策事務費 )

3 款 民生費

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

○心身障がい者（児）福祉金の給付
・対象者：身体障害者手帳1～4級、療育手帳AB、精神障害者保健福祉手帳1～3級を所持している方
・支給額：障害等級により月額1,100円～2,000円
・支給方法：6か月分を9月、3月に支給（所得制限等有）
○重度心身障がい者等介護手当の給付
・対象者：身体障害者手帳1，2級、療育手帳Aを所持し一定の基準に該当する方を介護する方
・支給額：月額2,500円
・支給方法：6か月分を4月、10月に支給（所得制限等なし）

103

事業№ 事務事業名 福祉金等給付費
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１195 予算事業名 ( 福祉金等給付費

障がい者福祉の充実 ○

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 市内在住の心身障がい者（児）、在宅で重度障がい者を介護している者

市直営

根 拠 法 令 等 射水市心身障害者（児）福祉金条例、同条例施行規則、射水市重度心身障害者在宅介護手当支給条例、同条例施行規則

意
図
どのような
状 態 に

障がい者（児）の生活の激励並びに介護者の労をねぎらい、生活の質の向上を図る。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

平成26年度に心身障がい者（児）福祉金に所得制限、施設入所制限等を導入した。

2 2

回 2
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位

回

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

2

2

2

2

2

指　標　名

福祉金受給者数

介護手当受給者数

指　標　名

福祉金支給回数

介護手当支給回数

項目(単位:千円) H24決算

79,362

H25決算

79,526直 接 事 業 費

H27見込

4,031

105

4,070

105

2,470

102

人 2,557

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ 真に経済的な制約が多い障がい者に対し支給しており、障がい者の生活維持のために必要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

心身障がい者（児）福祉金は、障害年金のみの収入者や月1万程の工賃である障がい者にとって、所得
を補足し生活意欲の向上に有効である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

手帳交付（新規・更新・変更）時に、福祉金申請に係る必要事項を確認・管理し、支払度に所得状況・
異動等を除外する等事務の効率化を図っている。障害手帳の等級等個人情報に関する部分であり、外部
委託は馴染まない。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

51,029

廃止・休止 　身体障害者手帳は、新規取得者の8割程度が65
歳以上であり、高齢化に伴う疾病（脳梗塞、心臓
疾患、呼吸器疾患、視力低下等）による場合が多
い。65歳以降に手帳取得した場合は、それまで経
済活動が行えていたと判断し、平成26年度から65
歳以上新規手帳所得者も対象制限者としている。
対象となる障がい者手帳所持者は年200名程亡く
なり、新規対象者50名程度のため毎年度対象者は
減少していくことになる。このことから、福祉金
給付については、真に経済的な制約が多い方を対
象としており今後も適切に実施していく。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

79,526

0

0

0

0

0

0国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

0

0

0

55,39379,362

0

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 81,600 81,000 63,949

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

55,393

事業コストに関する特記事項

　平成26年度に所得制限（市民税均等割課
税の方、世帯の合計所得1,000万以上の方、
障がい者支援施設入所中の方、新規手帳交
付時に65歳以上の方）を導入し、真に経済
的に制約が多い方の生活激励を目的とした
ところ、24,133千円の削減があった。

H27予算

51,029

0

0

0



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

195

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

福祉金等給付費

年度分 ）

( 福祉金等給付費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

・高志支援学校に通学している障がい児に対し、放課後、長期休暇中等に活動プログラムを設定し、障
がい児の生活能力の向上を図る。
・社会参加活動の機会を設け、社会との交流を促進する。
・随時保護者の相談に応じ、介護負担の軽減を図る。

事業№ 事務事業名 障害児元気わくわく活動事業補助金
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） 補助金事業

電話 ８２－１９５１197 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

障がい者福祉の充実

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

高志わくわくクラブ

市直営

根 拠 法 令 等 富山県わくわく子育て支援事業補助金交付要綱

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

特別支援学校の放課後並びに長期休暇中等に、障がい児に対し生活の場を設け、その主体性や社会性を
育成するとともに、保護者の子育て支援及び介護負担軽減を図るもの。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

件 1
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

指　標　名

高志わくわくクラブ実利用者数

指　標　名

補助金交付件数

項目(単位:千円) H24決算

85

H25決算

83
直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

H27見込

1 1 1人 1

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

特別支援学校に通学する障がい児は、放課後や長期休業中に一人で過ごす事は困難である。一方保護者
の就業活動は生活維持のために必要であることから、市民ニーズを勘案すると事業の継続は必要であ
る。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

当事業を継続することで、障がい児の主体性や社会性を育成するとともに、保護者の介護負担軽減を
図っており、障がい児福祉充実に貢献している。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年1回の交付であり、これ以上の事務簡略化を図る余地はない。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

45

廃止・休止
　改正児童福祉法による放課後等デイサービス利
用を希望する障がい児については、適切に支給し
ている。当事業は、特別支援学校敷地内で実施し
ている事業であり、学校に継続して利用できるこ
とから利便性が高い。当事業と放課後等デイサー
ビスのどちらでも選択できることが保護者の負担
軽減をより図ることができると考えるため、現行
どおり継続していく。ただし、利用者がいない場
合は、補助はしない。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

42

0

41

0

0

0

45国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

42

0

0

4443

0

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 98 90 90

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

88

事業コストに関する特記事項H27予算

90

0

44

0



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1人1,000円／年

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

○ 団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数 31)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

補助金事業

○
類 型 区 分

○個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

補助金事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

197

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

障害児元気わくわく活動事業補助金

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法
1日平均利用児童数13人以上16人以下運営費補助基準額（高志わくわく1
日平均14人）：（3,240円×述べ実施時間＋76,000円＋800円×登録児童
数）÷登録児童数

高志わくわくクラブ事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

特別支援学校の放課後並びに長期休暇中等に、障がい児に対し生活の場を設け、その主体性や社会性を
育成するとともに、保護者の子育て支援及び介護負担軽減を図るもの。

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

・高志支援学校に通学している障がい児に対し、放課後、長期休暇中等に活動プログラムを設定し、障
がい児の生活能力の向上を図る。
・社会参加活動の機会を設け、社会との交流を促進する。
・随時保護者の相談に応じ、介護負担の軽減を図る。

補 助 区 分

定 額

○ 定 率

その他

事
務
局
体
制

1.8 0.0

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

85 83

43 42

87

1 1 1 1

歳出に占める割合

補助金の占める割合

3,008 2,980 2,956

2.8 2.8 3.0

2,921 2,928 2,956

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

90

45

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

52

3.0

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

88

44

0

件

千円

千円

千円

○ 交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源 ○

％ )

50 ％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

○福祉タクシー券：対象者　身体障害者手帳１，2級　療育手帳A　精神障害者保健福祉手帳1級
金額：年間6,000円（100円券12枚、400円券12枚）
○福祉ガソリン給油券：対象者　身体障害者手帳1，2級　療育手帳A　精神障害者保健福祉手帳１級
金額：年間3,000円（500円券6枚）※福祉タクシー券又は福祉ガソリン給油券のどちらかを選択
○コミュニティバス券：対象者　身体障害者手帳3～6級　療育手帳B　精神障害者保健福祉手帳2，3級
金額：500円（50円券10枚）
○支給制限：他の交通費助成事業（例：高齢者外出支援サービス利用者、移送サービス等）利用者は対
象外

101

事業№ 事務事業名 福祉タクシー事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１198 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

障がい者福祉の充実 ○

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 一人での外出が困難な心身障がい者

市直営

根 拠 法 令 等 射水市障害者公共交通機関等利用助成事業実施要綱

意
図
どのような
状 態 に

障害がない人と比較すると,移動に経済的負担がかかりやすい障がい者の公共交通機関の料金又は自動
車燃料費の一部を助成することにより、障がい者の行動範囲の拡大及び社会参加の促進を図る。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

1 1

回 1
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位

回

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1

1

1

1

1

指　標　名

タクシー券交付者数

ガソリン券交付者数

指　標　名

タクシー券交付回数

ガソリン券交付回数

項目(単位:千円) H24決算

1,647

H25決算

1,491直 接 事 業 費

H27見込

268

75

240

70

277

116

人 240

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

移動に経済的負担がかかりやすい障がい者に対し給付しており、公共交通機関の利用料金等も値上がり
している事等から経済的負担への助成について障がい者のニーズは低下していない。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

障がい者の社会参加の促進により、介護予防や廃用性障害の予防、引きこもりによるうつ病等の発生予
防につながることであり、事業の継続により成果は期待できる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

タクシー券助成は、県内では13市町で実施されており、一人当たり給付金額は最も高い富山市が15,120
円／年であり、射水市は県内で下から3番目の6,000円／年である。これ以上の給付額減額は見込めな
い。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

2,488

廃止・休止

　平成25年度までは、福祉ガソリン給油券は、障
がい者本人が自動車免許を所持しておらず家族の
車等に乗せてもらう場合のみの給付であったが、
平成26年度から本人が自ら運転している場合に、
福祉タクシー券か福祉ガソリン給油券のどちらか
を選択できるように変更した。より社会参加促進
の目的を達成できるものとなり、今後も継続して
いく。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

1,491

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

1,6781,647

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 1,730 1,402 2,489

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

1,678

事業コストに関する特記事項H27予算

2,488



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

198

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

福祉タクシー事業

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

【対象者】
重度心身障がい者（児）（身体障害者手帳1，2級、療育手帳A）で、常時おむつを使用している3歳以上
の方で、補装具のストマ用装具代替え品の給付を受けることができない方
【支給内容】1日1人4組を基準とする。委託業者が毎月自宅に配送する。
【自己負担】市民税非課税世帯：無料、市民税課税世帯：支給に要した費用の2/3を補助。1日240円を
基準とする。
【所得制限】合計所得1,000万以上世帯

事業№ 事務事業名 おむつ支給事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１199 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

○

障がい者福祉の充実

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 身体障害者手帳1，2級又は療育手帳A所持者で、常時おむつを使用している在宅の重度障がい者（児）

市直営

根 拠 法 令 等 射水市重度心身障害者（児）おむつ支給事業実施要綱

意
図
どのような
状 態 に

在宅の重度心身障がい者（児）におむつを支給することにより、経済的負担および介護者の労苦の軽減
を図る。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 12
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

12 1212

指　標　名

おむつ支給延人数

指　標　名

おむつ配布回数

項目(単位:千円) H24決算

1,352

H25決算

1,556直 接 事 業 費

H27見込

264 290 312人 295

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

重度障害で常時おむつ使用が必要である障がい者は、物価高騰や消費税率の変更等によりおむつ使用に
かかる経済的負担は増加しており、障がい者のニーズは低下していない。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ おむつ支給をすることにより、経済的負担や介護者の労苦の軽減を図ることができている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

委託事業者が必要なおむつ種類と枚数を、毎月障がい者（児）宅に確認し、基準の範囲内で必要枚数の
み配達しており、支払は月１回まとめて実施している。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

1,680

廃止・休止

  平成27年度から、所得制限を設け、合計所得
1,000万以上世帯を対象外（重度障がい者医療費
助成制度と同じ）とし、受益者負担の適正化を
図った。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

1,556

0

0

0

0

0

0国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

0

0

0

1,6471,352

0

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 1,440 1,440 1,440

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

1,647

事業コストに関する特記事項H27予算

1,680

0

0

0



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

199

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

おむつ支給事業

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

【対象者】
身体障害者手帳（視覚障害、肢体不自由1，2級）（内部障害で車いすの交付を受けている方）、療育手
帳B　　※世帯の所得税が287,500円以下の世帯
【改造の対象】居室、浴室、洗面所、便所、玄関などの手すりの取り付け、段差解消、洋式便器取替等
【補助額】
所得税非課税世帯：対象経費と90万を比較して低い額　　所得税課税世帯：対象経費と90万を比較して
低い額の2/3（日常生活用具又は介護保険で住宅改修の助成を受けている場合は、20万を控除する）
※事前申請必須

事業№ 事務事業名 住宅改善費助成事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１200 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

障がい者福祉の充実 ○

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 在宅の重度障がい者

市直営

根 拠 法 令 等 射水市重度障害者住宅改善費補助金交付要綱、富山県在宅重度障害者住宅改善補助金交付要綱

意
図
どのような
状 態 に

現在居住している住宅を改善することにより、日常生活動作を容易なものとする又は介護者の介護負担
の軽減を図る。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 9
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

8 103

指　標　名

住宅改善費助成実人数

指　標　名

支給回数

項目(単位:千円) H24決算

1,357

H25決算

3,587直 接 事 業 費

H27見込

3 9 10人 8

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

障がい者が住み慣れた自宅で生活を継続するために、住宅改修に係るニーズは毎年度継続してある。介
護保険制度や日常生活用具の住宅改修を利用した場合は20万を控除している。また、住民票上の世帯全
員の所得税の総額により所得制限しており、市の負担は適正である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

住宅改修により、本人が日常生活動作がしやすくなり、介護負担も軽減できる。自ら行える動作が増え
ることで、障がい者の生活意欲も向上する等効果が見られる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

住宅改修の事前事後の住宅評価は、住宅改善がより適切に実施されるために必要である。また、事業内
容が細かい部分までの確認が必要であるため、1件ごとの支給決定となり、これ以上のコスト削減は求
められない。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

1,946

廃止・休止

  県の実施要綱に基づき、適切に実施しており、
今後もこのまま継続していく。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

1,794

0

1,793

0

0

0

1,946国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

678

0

0

1,916679

0

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 4,500 2,400 2,400

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

3,830

事業コストに関する特記事項H27予算

3,892

0

1,914

0



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

200

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

住宅改善費助成事業

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ( ) ( )

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 1,800 1,800 1,800

3 款 民生費日 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

1,500

事業コストに関する特記事項H27予算

1,560

事
業
コ
ス
ト

1,524

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

1,5001,620 1,560

廃止・休止

　平成23年度の外部評価を踏まえて、平成24年度
に市外に限定せず市内の通所等についても適用す
るとともに、支給要件を明確化し、通園等回数月
2日以上、年24日以上の利用者を対象とすること
とした。やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

心身障がい児は頻回に障がい児施設、病院、支援学校等の通所通院を繰り返す必要があり、若い世代の
保護者には経済的負担が大きく、時間的制約から経済活動も不十分になりがちなことから、障がい児の
保護者のニーズは低下しておらず、今後も継続が必要である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 通院通学が適切に実施されることにより、心身障がい児の療育が適切に実施されている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 年1回、対象者に申請書を送付することで適切に支給しており、これ以上のコスト削減は望めない。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

支給対象者

指　標　名

支給回数

項目(単位:千円) H24決算

1,620

H25決算

1,524直 接 事 業 費

H27見込

135 127 137人 125

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 1
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 11

市直営

根 拠 法 令 等 射水市心身障害児通園通院等介護助成金要綱

意
図
どのような
状 態 に

通園通院等費用を助成することにより、障がい児が通園通院を継続し療育指導等を受けることにより、
障害を軽減し、自立を促進する。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

心身障がい児施設の通園、通学又は病院への通院等に対して交通機関等を利用して介護にあたっている
保護者

障がい者福祉の充実 ○

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１201 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

【対象者】身体障害者手帳又は療育手帳を所持し、射水市に1年以上住民票がある心身障がい児の保護
者で、年24回以上心身障がい児の施設・学校への通園・通学・入所及び病院への通院・入院などがある
場合（送迎サービスがある障がい児サービス等は除く）
【助成額】年額12,000円
【支給方法】毎年度末の2月に対象者に申請案内を送付し、申請書下部に通園・通学・通院先の証明印
を貰った上で申請があった場合に、ひと月当たり1,000円（年額12,000円）を上限に支給する。（年度
末の一括支給）

事業№ 事務事業名 心身障害児通園通院等介護助成事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事業№

201

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

心身障害児通園通院等介護助成事業

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費日

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

【対象者】精神障害者保健福祉手帳1級～3級取得者で、射水市に6か月以上住民票があり、訓練施設(就
労移行支援事業所、就労継続支援事業所A型・B型、地域活動支援センター）に月12日以上通所してお
り、他の交通費助成を受けていない方
【助成額】公共交通機関又は自家用車を利用して施設に通所した際に要した交通費又は燃料費の1/2
（助成上限額月額2,000円）
【申請手続】10月（4月～9月分）、3月（10月～3月分）に通所施設に案内し、通所している施設に申請
書を提出する

事業№ 事務事業名 精神障害者施設交通費助成事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 18 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１202 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

障がい者福祉の充実 ○

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 社会適応のために必要な訓練施設に通所する在宅精神障がい者

市直営

根 拠 法 令 等 射水市在宅精神障害者通所施設交通費助成事業実施要綱

意
図
どのような
状 態 に

通所に要する交通費を助成することにより費用負担軽減を図り、通所を継続しやすくすることで精神障
がい者の社会参加を促進する。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 2
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

2 22

指　標　名

交通費助成支給対象者数

指　標　名

支給回数

項目(単位:千円) H24決算

411

H25決算

710直 接 事 業 費

H27見込

54 83 94人 104

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ｃ

障がい者サービスの新体系移行に伴い実施された事業であるが、平成18年10月1日以降の申請から精神
障害者保健福祉手帳にも原則写真が添付されることになり、順次公共交通機関の割引を受けることが可
能となったことで、当初の目的を達成している。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

障害者総合支援法の地域支援事業（更生訓練費）で就労移行事業所に通所する場合は、訓練費や通所費
の助成を受けることが可能である。また、就労継続支援A型・B型事業所では、送迎サービスを実施する
事業所も増えてきている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

施設に申請に係る支援を依頼している。実費の確認が必要であるため、6か月に1度の申請が限度であり
年1回の支給とすることは難しい。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ｃ  事業の抜本的な見直しが必要

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

○

846

廃止・休止

　精神障害者保健福祉手帳が写真添付となり、公
共交通機関の障がい者割引が適用になっているこ
とや、就労移行支援については地域生活支援事業
の更生訓練費において、通所費の助成を受けるこ
とができる。当初目的は達成しており、身体障害
者手帳や療育手帳所持者との公平性を図ることか
らも平成27年度で廃止をする方向で検討したい。

やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

710

0

0

0

0

0

0国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

0

0

0

891411

0

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 408 390 450

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

891

事業コストに関する特記事項H27予算

846

0

0

0



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

事業の抜本的な
見直しが必要Ｃ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ｃ 不適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

×

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

202

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

精神障害者施設交通費助成事業

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

×

○

×

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 32 32 8

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

16

事業コストに関する特記事項H27予算

16

0

0

0

事
業
コ
ス
ト

0

0

0

0

0

0

0国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

0

0

0

168

0

16

廃止・休止

　障がい者手帳の新規取得者は年間約200名であ
り、該当となる場合は、今後の災害対策のため適
切に支給していく。

　障がい者団体への意識調査等を行い本事業の必
要性を検証すること。
　また、仮にニーズが高く必要な事業ということ
であれば、早期に各世帯への家具転倒防止器具の
設置が完了するよう、期間を設定した補助内容及
び実施方法の見直しを行うこと。やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

Ｂ

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

平成26年度は、市報、ホームページ、ケーブルＴＶ等で広報後、2件の申請があった。今後障がい者手
帳を新規取得する方の災害対策としても制度としては残す必要があると考える。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 障がい者が在宅で主に生活をする部屋に設置をすることで、障がい者の生命及び財産を守っていく。

事業の一部に
見直しが必要

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

取付け工事は、住宅相談所と委託契約をしており、申請時に、住宅相談所に連絡し、住宅相談所が取付
け工事事業所と連絡調整をしており、事務手続きはこれ以上簡略化の余地はない。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

助成事業支給決定者数

指　標　名

支払回数

項目(単位:千円) H24決算

8

H25決算

0直 接 事 業 費

H27見込

1 0 2人 2

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 0
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1 21

市直営

根 拠 法 令 等 射水市家具転倒防止器具設置事業助成金交付要綱

意
図
どのような
状 態 に

家庭内において所有する家具等への家具転倒防止器具等の取付けに係る費用の助成を行うことにより、
障がい者の生命及び財産を地震災害から守る一助とする。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 重度心身障がい者等がいる世帯

○

障がい者福祉の充実

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１203 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

【対象者】身体障害者手帳1，2級、療育手帳A、精神障害者保健福祉手帳1級所持者がいる市民税非課税
世帯
【助成額】取付け料1世帯8,000円まで
【設置箇所】寝室、居間、台所など
【対象家具】箪笥、食器棚、本棚など床置型の家具類に金具やベルト・チェーン型、ストッパー・マッ
ト型等の器具を取付け家具転倒を防止する。
【助成方法】新湊地区、射水地区の住宅相談所と契約し、住宅相談所に登録の建築組合業者で取付けを
行い、直接事業者に支払う代理受領方式。取付け家具が多く、助成額を超える部分は自費負担となる。

事業№ 事務事業名 家具転倒防止器具設置助成事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 20 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事業№

203

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

家具転倒防止器具設置助成事業

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

×

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 55 55 62

3 款 民生費 項 6 目社会福祉費

H26決算

0

事業コストに関する特記事項

予算未執行

H27予算

35

0

0

0

事
業
コ
ス
ト

0

0

0

0

0

0

0国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

0

0

0

00

0

35

廃止・休止

・家族機能の脆弱化等から障害者の独居世帯は今
後増加するものと見込まれ、事業の周知を図って
いく。
・後期高齢者1人が重度障がい者（身体・知的）
を介護している世帯（老障介護世帯）への対象拡
大についても検討していく。○ やり方改善

負担適正化

現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) - 予算未執行のため評価不能

有 効 性
(ａ～ｃ) - 予算未執行のため評価不能

効 率 性
(ａ～ｃ) - 予算未執行のため評価不能

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) - 予算未執行のため評価不能

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

老人等日常生活用具支給数

指　標　名

支払回数

項目(単位:千円) H24決算

0

H25決算

0直 接 事 業 費

H27見込

0 0 0人 0

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 0
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

0 00

市直営

根 拠 法 令 等 射水市高齢者等日常生活用具給付等要綱

意
図
どのような
状 態 に

ひとり暮らしの重度身体障がい者が身に着けることが可能で、ごく簡単な操作により緊急事態を自動的
に受信センター等に通報することが可能な機器を貸与し、緊急時に予め登録していた緊急連絡先に受信
センターから連絡を取ることができることにより、安心して在宅生活を継続できる。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 一人暮らしの重度身体障がい者（65歳未満の身体障害者手帳1、2級）

○

障がい者福祉の充実

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１204 予算事業名 ( 障害者福祉対策費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

・一人暮らしの重度身体障がい者に、公衆回線を利用する緊急通報装置を貸付け、緊急時に自動的に受
信センターを通じて緊急連絡先に連絡がとれる体制を作る。
・緊急通報装置の設置、撤去費用の助成や、利用費用（毎月のセンター管理のランニングコスト）を助
成する。

事業№ 事務事業名 老人等日常生活用具給付事業
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

項社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事業№

204

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

老人等日常生活用具給付事業

年度分 ）

( 障害者福祉対策費 )

3 款 民生費

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

団体運営費補助

評価結果

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 315,462 334,575 323,054

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

294,174

事業コストに関する特記事項H27予算

307,646

2,113

101,596

74,807

事
業
コ
ス
ト

135,868

2,036

106,639

0

66,753

2,185

110,968国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

2,046

110,641

0

63,236

129,342140,101

65,000

131,678

廃止・休止

　対象となる障がい者手帳、等級、年齢等は詳細
に設定してあり、所得制限の導入により公平性も
保っていることから現行どおり実施していく。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

障がい者の医療に関する費用負担を軽減することにより、適切な受診が可能となり障害の軽減又は重度
化の防止に繋がっており、障がい者のニーズを勘案しても事業の実施意義は低下していない。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 事業の成果が、障がい者の安心した生活の継続に貢献している。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

業務プロセスを細分化し、医療費の入力作業については臨時職員を活用し、正規職員の業務従事時間を
削減している。障害Ⅰ、Ⅱについては、現物給付とすることで、還付の手続きを省略している。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

重度心身障がい者等医療費助成実人数

指　標　名

支給回数（償還払いのみ）

項目(単位:千円) H24決算

325,549

H25決算

309,260直 接 事 業 費

H27見込

2,908 3,006 3,150人 3,067

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

回 12
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

12 1212

市直営

根 拠 法 令 等 射水市重度心身障害者等医療費助成に関する条例、射水市重度心身障害者等医療費助成に関する条例施行規則

意
図
どのような
状 態 に

保険診療として認められる医療費の一部を助成することにより心身障がい者の経済的な負担を軽減し、
医療の継続を図ることで障害の軽減又は重度化の防止を図る。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 重度心身障がい者

○

障がい者福祉の充実

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１208 予算事業名 ( 重度心身障害者等医療費助成費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

【障害Ⅰ】0～64歳の身体障害者手帳1，2級、療育手帳Aの方に医療費受給資格証を交付。障がい者は福
祉医療費請求書を医療機関に提出することで現物給付とする。
【障害Ⅱ】65～69歳の身体障害者手帳4級の一部、療育手帳Bの方に、医療費受給資格証を交付。障がい
者は福祉医療費請求書を医療機関に提出することで現物給付とする。
【一部負担】65歳以上の身体障害者手帳1～3級、4級の一部、療育手帳A、精神障害者保健福祉手帳1，2
級（障害年金受給者のみの方も可）の方に、医療費受給資格証を交付。償還払い
【市単】0～64歳の身体障害者手帳3級、療育手帳Bの方に医療費受給資格証を交付。償還払い

事業№ 事務事業名 重度心身障害者等医療費助成費
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事業№

208

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

重度心身障害者等医療費助成費

年度分 ）

( 重度心身障害者等医療費助成費 )

3 款 民生費

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ( ) ( )

障害者福祉費

（ 当初予算額  ） 84,161 80,344 90,761

3 款 民生費 1 項 6 目社会福祉費

H26決算

87,536

事業コストに関する特記事項H27予算

93,259

0

32,459

0

事
業
コ
ス
ト

47,956

0

31,837

0

0

0

41,232国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

0 0

0

35,484

0

0

55,07744,688

0

52,027

廃止・休止

　国の地域生活支援事業実施要綱に基づき適切に
実施しており、今後もこのまま継続していく。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

ストーマ等の給付、意思疎通支援等障がい者自身の日常生活の継続に必要なサービスや、日中一時支援
等障がい者及び家族が安心した生活を継続するために必要なサービスなどを支給しており、今後も障が
い者（児）及びその家族のニーズは高いと想定できる。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 地域生活支援事業の実施は、障がい者の地域生活継続に寄与している。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

日常生活用具給付事業等は、直営しているが、その他の事業等は委託しており、直接事業費をこれ以上
削減する余地はない。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

指　標　名

日中一時支援延利用者数

日常生活用具延給付者数

指　標　名

日中一時支援支払回数

日常生活用具給付支払回数

項目(単位:千円) H24決算

80,172

H25決算

79,793直 接 事 業 費

H27見込

3,617

2,019

3,370

2,056

5,743

2,210

人 4,050

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

16 14

回 12
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位

回

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

12

13

12

13

12

市直営

根 拠 法 令 等 障害者総合支援法、地域生活支援事業実施要綱（国）、射水市重度心身障害者（児）日常生活用具給付要綱他

意
図
どのような
状 態 に

障害特性に応じた様々なサービス提供や事業実施により、障がい者の日常生活や社会生活が継続でき
る。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

人

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 障がい者手帳を所持する障がい者（児）

○

障がい者福祉の充実

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり 指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１209 予算事業名 ( 地域生活支援費

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

・障がい者地域活動支援センター　・障害者相談支援事業
・意思疎通支援事業（手話通訳者、要約筆記者の派遣）
・市町村社会参加促進事業（手話奉仕員養成等）
・成年後見制度支援事業　　  ・成年後見制度法人後見支援事業
・移動支援事業　　　　　　　・日中一時支援事業　　　・訪問入浴事業
・更生訓練費給付事業　　　　・日常生活用具給付事業
・身体障害者自動車運転免許取得助成事業・自動車改造助成事業　　等の実施

2,203

事業№ 事務事業名 地域生活支援費
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 18 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

1 項 社会福祉費 6 目 障害者福祉費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事業№

209

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

地域生活支援費

年度分 ）

( 地域生活支援費 )

3 款 民生費

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

○

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

・被保護世帯に生活保護基準により算定した生活保護費（生活扶助、住宅扶助、教育扶助、介護扶助、
医療扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助）を支給する。

208,908

事業№ 事務事業名 生活保護扶助費
担
当
部
署

福祉保健部

社会福祉課

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17 業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 一部業務委託

指定管理

平成 27 年度（ 平成 26

)

部名

課名

年度分 ） ソフト事業

電話 ８２－１９５１252 予算事業名 ( 生活保護扶助費

社会保障の充実 ○

年度 終 了 年 度
実 施
方 法
(H26)

―

やさしさで支え合うまちづくり

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位

千円

H24実績 H25実績 H26実績

第 2 部 健康でみんなが支え合うまち

政 策 ( 章 ) 第 2 章

事
業
目
的

対
象
誰を・何を 生活保護受給者

市直営

根 拠 法 令 等 生活保護法

意
図
どのような
状 態 に

被保護者の健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長する。

施 策 ( 節 ) 第 3 節

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

・各種調査やケースワークにより被保護者の生活実態を把握し適正な保護費の支給を行う。
・他法他施策を優先するとともに自立を支援し漏給濫給を防止した適正な保護の実施を推進する。
・地方自治法第2条第10項に規定する第1号法定受託事務

18 26

世帯 1,433
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位

件

H24実績 H25実績 H26実績 H27見込

1,379

21

1,452

-

1,402

指　標　名

被保護世帯数（年度末）

生活保護扶助費

指　標　名

年間保護世帯数

新規申請件数

項目(単位:千円) H24決算

265,273

H25決算

250,876直 接 事 業 費

H27見込

119

248,624

123

231,271

121

220,000

世帯 111

個
別
評
価

説　　　　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

生活保護法に基づく最低限度の生活を保障するための扶助費である。
法定受託事務のため市が実施主体である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ 最低生活を保障するための最後のセーフティネットであり、有効性は高い。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

保護費の漏給濫給防止に努め、生活保護基準に基づき適正な支給事務を実施している。効率性は重視で
きない。

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

総
合
評
価
（

２
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ)

拡充

規模縮小

54,875

廃止・休止

被保護者の最低生活を保障するための制度であ
り、継続して実施することが必要である。

やり方改善

負担適正化

○ 現行どおり

統合・連携

民間活用

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等 評価委員会のコメント

評価項目

事
業
コ
ス
ト

46,764

203,371

741

164,625国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

うち臨時職員人件費

205,022

12,022

32,07854,047

500

扶助費

（ 当初予算額  ） 302,000 290,000 274,000

3 款 民生費 3 項 2 目生活保護費

H26決算

234,972

事業コストに関する特記事項

・国庫負担率3/4
・法73条に該当する者の保護費1/4は県負担
・生活保護国庫負担金は翌年度精算となっ
ており、直接事業費には生活保護費前年度
分返還金を含む。

H27予算

220,000

190,872

6,204



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

交
付
団
体
状
況
団 体 構 成 員
会 費 負 担

団体

人

法 人 会 員 数

個 人 会 員 数)

会費負担なし会費負担あり

(会費:

　

性
質

）

交 付 先 区 分
政策的補助

事業費補助

格差是正補助

施設等整備補助

利子補給等

記載不要

類 型 区 分
個 人

団 体

団体運営費補助

評価結果

○

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員の従
事人員や業務従事時間を削減する余地はない。

　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接事業
費を削減する余地はない。

×

○

現行どおり
事業を進めることが適当Ａ

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

評価
結果

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

妥当性 有効性 効率性

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合

④

効
率
性

従 事 人 員
削 減 余 地

①

直接事業費
削 減 余 地

②

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討の余
地はない。

平成 27 年度（ 平成 26 年度分

内容（該当は○、非該当は×）
※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）

○①

有
効
性

　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。

　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは他に
手段があっても、統廃合や連携の余地がない。

　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。

　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。

○

○

○

政 策 体 系
との整合性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②

成 果 の
向 上 余 地

③

事業継続に
よ る 影 響

ソフト事業

担
当
部
署

部名 福祉保健部

課名 社会福祉課

電話 ８２－１９５１

事業№

252

事務事業名

予算事業名

26平成 27 年度（ 平成

生活保護扶助費

年度分 ）

( 生活保護扶助費 )

3 款 民生費

その他

(

評価
項目

実施意義・
市民ニーズ

民 間 競 合

受 益 者 ・
費 用 負 担

評価の視点

①

②

③

妥
当
性

○

○

○

判定

　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。ま
た、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。

　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施意義
は低下していない。

　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。

算 定 方 法

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

補 助 区 分

定 額

定 率

その他

事
務
局
体
制

H25実績

千円

千円

件

H24実績

う ち 一 般 財 源

H24決算

歳出に占める割合

補助金の占める割合

％

H25決算 H27予算

％

千円

千円

％

交
付
状
況

千円

％

千円

％

千円

H26実績

H26決算

件

千円

千円

千円

％

千円

千円

件

千円

千円

千円

交付団体が主体

H27見込
特
定
財
源

％ )

％ )

件

千円

千円

3 項 生活保護費 2 目 扶助費

)

項　目

補助金等交付件数

補 助 金 等 交 付 額

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額

次 年 度 繰 越 額

項　目

なし(市単独補助)

国補助(

県補助(

項　目

非該当・事務局なし

担当課が主体
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